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今回のエネルギー危機により、グ

リーン‧トランジション投資の必要

性が増しています。欧州委員会は6月

3日、財政規律の適⽤除外の対象をエ

ネルギー安全保障関連投資にも拡大

すると発表しました。

こうした事態は過去にも前例があり

ます。例えばフランスは、1973年の

オイルショックを契機に原⼦⼒開発

を推し進めました。

総じて、計画的なグリーン‧トラン

ジションは経済の耐性やエネルギー

安全保障を高める可能性があり、そ

の過程で、⻑期的な投資機会が⽣じ

ると考えられます。

継続するエネルギー危機により、欧州やアジアを中心に輸入エ

ネルギーを巡る問題点が露呈しつつあります。多くの国は減税

や燃料への補助⾦といった形で的を絞った措置を打ち出してい

ます。それに加え、欧州連合（EU）は、加盟国が家計や企業の

化⽯燃料依存の低減を⽀援できるよう、財政規律を緩和しまし

た。グリーン‧トランジションへの投資は環境的な観点から利

点がありますが、エネルギー安全保障を高め、経済の⻑期的な

耐性を向上させる効果もあります。チャートで示したように、

太陽光‧⾵⼒発電が世界の電⼒発電量に占める割合は⼤幅に増

加しています（2026年4月時点で22%）。今後は、化⽯燃料の供

給を消費者がコントロールしにくいという現実を受けて、グ

リーンエネルギーへの支持が広がり、国産エネルギーの信頼性

に注目が集まることになるとみられます。したがって、今回の

危機はクリーン‧エネルギーへの転換を加速させるとともに、

世界のバリューチェーン全体で投資機会を生み出す可能性が高

いと考えられます。

グリーン‧トランジション

の機運が再燃

“今回の危機は、安全保障が防衛に限ったことではないと痛感させるものです。安全保障は何よりも、エネ

ルギーの安定供給とサプライチェーンの強靭さに左右されます。そのため、クリーンエネルギーへの転換

は環境上の優先課題であると同時に、地政学的‧経済的耐性を⾼める戦略上の要請でもあるのです。”

（2026年6月1⽇〜6月5日）

6月10日 6月11日 6月12日
米国CPI、カナダ政策⾦利、

中国PPI‧CPI

ECB政策⾦利、⽶国PPI、

トルコ政策⾦利

日本鉱工業生産、英国

鉱工業生産、米国消費

者信頼感

出所：エンバー‧エネルギーのデータを基にアムンディ‧インベストメ
ント‧インスティテュートが作成。直近のデータは2026年6月4日現在の
もの。チャートは各エネルギー源が世界の電⼒発電量に占める割合を⽰
したもの。エネルギー源にはその他に、⽔⼒、バイオマス、化⽯燃料な
どが含まれる。

世界の電⼒発電の割合（エネルギー源別）
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米国、堅調な景気の裏でリスクがくすぶる

米サプライマネジメント協会（ISM）が発表した5月の製造

業景況感指数は54と、先月の52.7から上昇し、2022年5月

以来の高水準となりました。サービス業景況感指数も先月

の53.6から54.5に上昇しました。また、４月の耐久財受注

と工場受注も増加しました。これらの指標からは景気の底

堅さがうかがえますが、第2次トランプ政権の発足以降、製

造業の雇用者数は7万7,000人減少し、製造業の建設投資も

減少しています。今後は、米国の個人消費の底堅さに次第

に疑問が強まるとともに、FRBが次に⾏う利上げの影響に

も注目が集まると考えています。

ユーロ圏、エネルギー価格の⾼騰でインフレ率が上昇

5⽉のユーロ圏のインフレ率は3.2%と、4月の3.0%から上昇

しました。エネルギー価格の上昇率は、イラン情勢に伴う

供給制限が影響し、10.9%と2023年2月以来の高水準となり

ました。全体として、エネルギー価格は引き続き域内経済

の喫緊の課題ですが、状況は2022年のエネルギーショック

の時ほど深刻ではありません。⼀部の先⾏指標、例えば製

造業購買担当者景気指数（PMI）を⾒ると、5月は51.6に低

下したものの、拡大圏を維持しました。一方で、サービス

業PMIは縮小圏にとどまりました。

人工知能（AI）を巡る過熱感が和らぎ、⽶連邦準備制度理事会（FRB）の利

上げが懸念されるなか、週後半の株式市場は上値が重い展開となりましたが、

米国の経済指標は堅調を維持しました。S&P500は現⾏の指数採⽤基準を維持

し、新規上場した⼤型企業の早期の指数組み⼊れを⾒送りました。債券利回

りと原油価格は、雇用関連を中心に堅調な米国の経済指標やイラン情勢を巡

る懸念を背景に上昇しました。為替市場では、米ドルが上昇しました。

株式‧債券市場
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出所：ブルームバーグ（2026年6月5日現在）。対象期間中の日本国債10年物利回りは前週⽐ほぼ横ばい。
直近1週間の変化を示したもの。補足情報については最終ページをご覧ください。

年初来 週初来

2年物 10年物

出所：ブルームバーグ（2026年6月5日現在）。
補足情報については最終ページをご覧ください。

日本、賃上げが個人消費を下支え

4⽉の賃⾦動向は⼒強い上昇基調を維持し、日銀が重視する

指標であるフルタイム労働者の所定内給与は前年⽐3.7%増

となりました。実質賃⾦は、政府による⼀連の補助⾦でイ

ンフレが鈍化するなか、4ヵ月連続でプラスとなりました。

その結果、個人消費は前月比1.6%増と2022年9月以来の大

幅な伸びとなりました。賃⾦が幅広く上昇したことで、中

東情勢の緊迫化やコスト上昇による下押し圧⼒が和らぐと

考えられます。

コモディティ、為替、短期⾦利の⽔準と前週⽐の変化
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出所：ブルームバーグ（2026年6月5日現在）
各指標の補足情報については最終ページをご覧ください。
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株式‧債券市場（チャート）

出所：ブルームバーグ。各市場の指標として次の指数を使

用しています。世界株=MSCIオール‧カントリー‧ワール

ド‧インデックス（米ドルベース）、米国株=S&P 500（米

ドルベース）、欧州株=欧州ストックス600（ユーロベー

ス）、日本株=TOPIX（円ベース）、新興国株=MSCI新興国

（米ドルベース）、グローバル総合=ブルームバーグ‧グ

ローバル総合（米ドルベース）、欧州総合=ブルームバー

グ欧州総合（ユーロベース）、新興国債券=JPモルガン

EMBI グローバル‧ダイバーシファイド（米ドルベース）

すべての指数はスポット価格で計算されており、⼿数料お

よび税⾦控除前の数値となっています。

国債利回り（テーブル）、コモディティ、為替、短期⾦利

*分散投資は利益を保証するものでも、損失を防止するも

のでもありません。
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